
          第  １５  期   （平 成 １５ 年 度）

東京都港区西新橋二丁目１５番１２号

日立キャピタルオートリース株式会社

代表取締役社長　　　杉本　信雄

１．貸借対照表（平成１６年３月３１日 現在） （単位 千円：未満切捨て）

勘    定    科    目        金                 額 勘    定    科    目        金                 額

【  資  産  の  部  】 【  負  債  の  部  】

流   動   資   産 ９，６９９，４９１ 流   動   負   債 ６８，０９６，４１０

   現金及び預金 ２４６，９１６    支  払  手  形 ５３５，００８

   受  取  手  形 －    買    掛    金 ５４，１８２，７９８

   売    掛    金 ４，１７２，１５６    短 期 借 入 金 １０，１２０，０００

   未 収 リ ー ス １，７７９，７０９    未    払    金 ７９５，８９４

   前  払  費  用 ３，１７０，９６４    未払法人税等 ３６４，５８８

   未  収  入  金 １６０，９９１    未  払  費  用 １７９，８９３

   繰延税金資産 ２６６，３９４    前    受    金 １，５９５，８４２

   その他流動資産 ３１，３５８    預     り    金 １００，３８４

   貸 倒 引 当 金 △１２９，０００    ローン保証引当金 ２２２，０００

固   定   資   産 ６２，０３４，１５２ 固   定   負   債 ３０１，６６９

  有形固定資産 ５７，４１３，４３１    退職給付引当金 １８４，９１１

    貸  与  資  産 ５７，４０４，３５０ 　 役員退職慰労引当金 １３，７３３

    建            物 ４，６８７    受 入 保 証 金 １０３，０２４

    車 輌 運 搬 具 ９１１ 負   債   合   計 ６８，３９８，０７９

    器  具  備  品 ３，４８２

  無形固定資産 ７２，２４０ 【  資  本  の  部   】

    ソフトウェア ６９，７６８ 資     本     金 １００，０００

    電 話 加 入 権 ２，４７２ 資　本　剰　余　金 １，１０５，１１６

  投資その他の資産 ４，５４８，４７９ 　資 本 準 備 金 １，１０５，１１６

    出   資   金 １０ 利　益　剰　余　金 ２，１３０，４４７

    長期貸付金 １，５４９ 　利 益 準 備 金 ２５，０００

    長期前払費用 ４，２５３，３４７   任 意 積 立 金 １，１５０，０００

    差入敷金保証金 ５９，８８３ 　　別 途 積 立 金 １，１５０，０００

    繰延税金資産 ６７，０６３ 　当 期 未 処 分 利 益 ９５５，４４７

    そ　の　他 １６６，６２４ 自　己　株　式 －

資   本   合   計 ３，３３５，５６４

資   産   合   計 ７１，７３３，６４４ 負債 ・資本合計 ７１，７３３，６４４

（注） １．有形固定資産の減価償却累計額 ４４，６００，８５０　千円

      　　　なお、貸与資産の取得価額から国庫補助金等による圧縮記帳額　３７，９６９千円が控除

　　　　　　されております。

　　　　　　当年度における国庫補助金等による圧縮記帳額は、２６，３８９千円であります。

        ２．親会社に対する短期金銭債権 ７６，６８３　千円

        ３．親会社に対する短期金銭債務 ６０，８４８，５０１　千円

        ４．保証債務 ２６，９０３，０１１　千円



２．損益計算書（自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日）    （単位 千円：未満切捨て）

勘     定     科     目 金                                   額

（ 経  常  損  益  の  部 ）

    営  業  損  益  の  部

       売        上       高

       　　リ ー ス 売 上 高 ２９，５６５，７６５

       　  そ の 他 売 上 高 １，０００，８５１ ３０，５６６，６１６

       売    上    原    価

       　　リ ー ス 売 上 原 価 ２６，０７４，５２３

       　　そ の 他 売 上 原 価 ３２０，４７５

       　　資　金　原　価 ５７６，０９８ ２６，９７１，０９７

       売  上  総  利  益 ３，５９５，５１９

       販売費及び一般管理費 ２，１２３，８９０

    営     業     利     益 １，４７１，６２９

    営 業 外 損 益 の 部

       営  業  外  収  益

          受取利息・配当金 ０

          雑      収      益 ３４，２０１ ３４，２０１

       営  業  外  費  用

          支   払   利   息 １０８

          雑      損      失 ２６，８９３ ２７，００２

    経     常     利     益 １，４７８，８２８

（ 特  別  損  益  の  部 ）

       特    別    利    益  －

       特    別    損    失  －

    税 引 前 当 期 純 利 益 １，４７８，８２８

    法人税、住民税及び事業税 ５８２，８７８

    法 人 税 等 調 整 額 ４２，８１９

    当     期    純   利     益 ８５３，１３０

    前  期  繰  越  利  益 １７８，３１６

    中  間  配  当  額 ７６，０００

    中 間 配 当 に 伴 う

    利 益 準 備 金 積 立 額  －

    当 期 未 処 分 利 益 ９５５，４４７

（注）　１．親会社に対する売上高 １，０２７，３００ 千円

         ２．親会社からの仕入高 ５，６０６，９２１ 千円

         ３．親会社との営業取引以外の取引高 １０８ 千円

       　４．１株当たり当期純利益 ４１６，５６５円３２ 銭



（重要な会計方針）

        １．有形固定資産の減価償却の方法は、貸与資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法、

             その他の有形固定資産は定率法によっております。

             なお、貸与資産の処分損失に備えるため減価償却費を追加計上しており、当期末残高は

             ２０７，０００千円であります。

        ２．無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、

    　　　  社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

        ３．貸倒引当金は、営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先

             債権、実質破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を

             計上しております。

             　正常先債権・・・過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等事業

　　　　　　　　　　　　　　 　 　特性を考慮した額を計上しております。

             　要注意先債権・・・各債権の状況に応じてその１０％～５０％を計上しております。

             　破綻懸念先債権・・・その全額を計上しております。

             　実質破綻先債権および破綻先債権・・・その全額を貸倒損失として費用処理しておりますので、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 貸倒引当金としての計上はありません。

        ４．ローン保証引当金は、ローン保証債務に対し貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上

             しております。

        ５．退職給付引当金は、従業員の退職金支給に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務

             及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

      　６．役員の退職慰労引当金については、内規に基づきその全額を計上しております。

　　　　　　なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。

　　 　 ７．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　　  　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　 　 ８．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　 　 　９．収益及び費用の計上基準は、リースは期間経過基準、提携ローン販売は販売基準によっております。

【追加情報】

        従来、貸与資産は、割賦販売の方法で親会社より購入しておりましたが、平成１６年１月より親会社

        からの借入金をもって購入する方法に変更しております。

　　　 これに伴い、売上原価に計上していた割賦金利と、営業外費用の支払利息に計上していた借入金の

　　　 金利を、当期より営業資産と営業資産以外の資産の価額比率で区分計上する方法へ変更しており

　　　 ます。

　　　 営業資産に係る金融費用は、これに対応する受取利息を控除して売上原価の「資金原価」に、それ

　　　 以外の資産に係る金融費用は、営業外費用の「支払利息」に計上しております。

　　　 なお、当変更により、売上総利益および営業利益が従来の方法に比較して２，８９８千円増加して

　　　 おります。
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